
















めだった。国連では，1975年の国際女性年 (International Women’s Year)
における国際女性年世界女性会議（於メキシコシティ）で，1975年から
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・国連女性の地位向上部ホームページ www.un.org /womenwatch /
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女性差別撤廃条約実施状況 日本政府第５回報告書 (CEDAW/C/ JPN/
5) (外務省仮訳）(第２，４，５，および11条関連部分の抜粋）







我が国は, これまでに４回報告書を提出している｡ 第１回報告 (CEDAW/
C/5 / add. 48）を1987年３月に提出し，同報告は，1988年２月に第７回女


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































2002年４月１日。ただし, (Ａ) 及び (Ｆ) については，公布の日 (2001
年11月16日)。
なお，厚生労働省（労働省）が1999年に実施した「女性雇用管理基本調
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査」によると，出産者に占める育児休業取得者の割合は，56.4％（女性)，
配偶者が出産した者に占める育児休業取得者の割合は，0.42％（男性）で
あり，1996年度の49.1％（女性)，0.12％（男性）に比べ（1996年度につ
いては育児休業規定がある事業所の労働者)，男女とも育児休業取得者は
着実に増加しているものとみられる。また，1999年度の育児休業取得者の
男女比は女性97.6％，男性2.4％であり，1996年度の女性99.4％，男性0.6
％と比較して，男性の取得率は上昇しているものの低い水準にとどまって
いる。
（３）雇用保険法の改正
職業生活と家庭生活との両立支援をより充実し，職業生活の円滑な継続
を援助，促進するため，雇用保険法を改正し，育児休業給付及び介護休業
給付について，2001年１月より給付率を休業前賃金の25％から40％に引き
上げ，活用の促進を図っている。
（４）育児の支援
ア）仕事と子育ての両立支援
仕事と子育ての両立支援は我が国の男女共同参画社会の実現に重要かつ
緊急の課題であるとして，2001年１月，男女共同参画会議の下に「仕事と
子育ての両立支援策に関する専門調査会」が設置された。同年６月には専
門調査会の報告をもとに「仕事と子育ての両立支援策の方針に関する意見」
が会議において決定され，この決定に基づき「仕事と子育ての両立支援策
の方針について」が閣議決定された。同決定では待機児童ゼロ作戦や放課
後児童の受入体制の整備などについて達成数値目標及び期限を盛り込んで
いる。
待機児童ゼロ作戦及び放課後児童の受入体制の整備については日本の構
造改革の方向を示す「改革工程表」及びその中で実施の緊急性が特に高い
施策を盛り込んだ「改革先行プログラム」でも盛り込まれているところで
ある。
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イ）多様で良質な保育サービス
女性の社会進出，就労形態の変化に伴う保育需要の多様化に対応して，
子育てと就労の両立を支援するため，政府は1999年に「重点的に推進すべ
き少子化対策の具体的実施計画について」(新エンゼルプラン）を策定し，
これに基づき，2000年度から需要の多い低年齢児（０～２歳児）の受入れ
の拡大，延長保育（概ね午後６時以降の保育を行うこと)，一時保育等を
推進している。
ウ）保育所の整備
2001年４月１日現在の保育所の施設数は，22,218か所，入所児童数は
1,828,312人である。
2000年３月には，児童福祉施設最低基準を満たす認可保育所をつくり易
くし，保育所待機児童の解消等の課題に各地方公共団体が柔軟に対応でき
るようにする観点から，設置主体制限の撤廃等の一連の規制緩和を行った
ところである。
また，男女共同参画会議の意見を踏まえた「仕事と子育ての両立支援策
の方針について」(2001年７月６日 閣議決定）における待機児童ゼロ作
戦を推進するため，保育所を中心に2004年度までに15万人の受入児童の増
大を図るのに必要な整備を早急に進めることとしている。
なお，官庁街である霞ヶ関では初の保育施設として，文部科学省共済組
合において2001年10月に「かすみがせき保育室」を開設した。霞ヶ関にお
ける就業状況に考慮して保育時間を夜10時までとするなど，仕事を続けな
がら子育てができる環境づくりの試みが行われている。
エ）放課後児童対策
厚生労働省では，保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校低学年
児童（放課後児童）に対し，授業の終了後に児童厚生施設等を利用して適
切な遊び及び生活の場を与えて，その健全な育成を図ることとしている
（放課後児童クラブ)。2001年５月１日現在の実施か所数は11,803か所で
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あり，登録児童数は452,135人である。
「仕事と子育ての両立支援策の方針について」(2001年７月６日 閣議
決定）を踏まえ，放課後児童クラブを含めた放課後児童の受入れ体制を
2004年度までに15,000か所とすることとしている。
オ）幼稚園における子育て支援
幼稚園においては，幼稚園が保護者の多様なニーズにも応えていく観点
から，通常の教育時間の前後や長期休業期間中などに実施される「預かり
保育」を推進しており，1997年には全国の約３割の幼稚園が実施していた
が，2001年には全国の５割以上の幼稚園が実施している。
（５）介護保険制度
今後，高齢化の進展に伴い介護を社会的に支える仕組みの創設が必要で
あることから，1997年12月，介護保険法が成立し，これに基づき準備期間
を経て2000年４月から介護保険制度が導入された。この制度は，65歳以上
の寝たきりや痴呆の高齢者，40～64歳の老化に伴う疾病で介護が必要な人
等に対し，在宅・施設両面にわたる介護サービスを総合的に利用できるよ
うにするものであり，これにより，高齢者やその家族の支援を図るもので
ある。
2001年６月における要介護・要支援認定者数は，男性が802,191人，女
性が1,898,350人となっており，女性が約７割を占めている。2000年にお
ける主な介護者を性別にみると，女性72.2％，男性19.5％と女性が多くな
っている。介護保険導入前の1995年には，女性の占める割合が85.1％であ
ったのに比べると，女性の割合は低下している。
保険給付の財源は，公費と40歳以上の者が支払う保険料からなり，保険
給付の対象費用の１割は利用者が負担する。介護保険制度の施行後，施行
前に比べサービスの利用者数や利用量が増えるといった期待された効果も
着実に現れているなど，おおむね順調に制度はスタートした。
また，介護保険制度が実施されることなどを踏まえ，1999年12月にゴー
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ルドプラン21（今後５か年間の高齢者保健福祉施策の方向）を策定し，同
プランに基づき，質，量，両面にわたる基盤整備等の施策を推進している
ところである。
（６）仕事との両立支援
ア）育児や介護をしながら働き続けやすい環境の整備
2000年度より，育児休業終了後，原則として原職又は原職相当職に復帰
する旨の取扱いを就業規則等に規定した上で代替要員を確保し，かつ，育
児休業取得者を原職又は原職相当職に復帰させた事業主に対して「育児休
業代替要員確保等助成金」を支給している。
また，急な残業の際など，既存の体制では応じきれない変動的，変則的
な保育・介護ニーズに対応するため，育児・介護の援助を行う者と育児・
介護の援助を受けたい者からなる会員組織による地域における育児・介護
の相互援助活動を行うファミリー・サポート・センター事業については，
2001年度より，大都市圏での設置促進や，保育所との連携を強化するとと
もに，設置箇所数を拡大するなど総合的な事業展開を図っており，2002年
度は，地域の子育て支援機能の強化に向けて，引き続きその設置を促進し
ている（2002年度286ヶ所)。
イ）再就職への支援
育児・介護等を理由に退職し，将来的に再就職を希望する者に対する再
就職の支援を行う「再就職希望者支援事業」を実施しており，本事業は，
順次実施地域を拡大し，2002年度より全国47都道府県で実施している。
また，職業生活と家庭生活の両立を支援するための業務を行う公共職業
安定所（両立支援ハローワーク）においては，育児・家事・介護等の制約
条件を抱えつつ新たに職業に就こうとする者に対して，きめ細かな職業相
談・職業紹介等により再就職を援助している。
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